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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

合計 5.60 277,896 32,904 310,800

310,800地籍調査事業
地籍を明確にするための調査への支援（36市町村）
表層地質図の作成（1図）

5.60 277,896 32,904

29年度

No （人） （補正前） （9月補正） （補正後）

成果指標
設定理由

第６次国土調査事業十箇年計画（H22～H31）において実施を計画している市町村総数とする。

補正により取り組む

事業内容

東海地震や南海トラフの巨大地震など、今後発生しうる地震等に備え、国有林及び湖沼を除く毎筆の土地についてそ
の所有者、地番、地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行い、地籍図及び地積簿の作成をする。

No
プロジェクト

細事業名 29年度　実施内容（予定）
職員数

 概算人件費 （Ｃ） 46,346 46,346 46,346

 概算事業費（B（A）+C） 311,723 332,931 357,146

5.60

 決　　算　　額（B） 265,377 282,515 0

概　算
人　件

費

 職員数（人） 5.60 5.60

　その他 2,327 2,911 2,722

　県　債 0 0 0Aの
財源

　一般財源 88,659 93,307 102,775

　国庫支出金 177,071 190,367 205,303

合計（A) 268,057 286,585 310,800
① 計画期間内の実施市町村数 40 42 42

当初予算 292,293 286,585 277,896 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 27年度末

28年度末
（見込）

29年度
予
算
額

前年度繰越 0 0 0

補正予算 -24,236 0 32,904

目指す姿
土地の境界確定により地籍の明確化を進め、成果を国土の保全や土地取引の円滑化、災害復旧の迅速化などに活用する。

（主な実施内容：地籍調査事業　36市町村）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 27年度 28年度 29補正後 指標及びその達成状況

現状
(予算編成時)

・平成27年度末の県の事業進捗率は38.0%で、全国平均51.3%より遅れている。
・地籍調査は、東日本大震災後の迅速な復旧・復興に寄与したことから、その必要性や重要性が再認識
され、休止市町村の再開、未着手市町村の新規着手が増加してきている。

29年度予算額 310,800 千円

職員数 5.60 人

nochi@pref.nagano.lg.jp
しあわせ信州創造プラン（総合５か年計画）

プロジェクト

施策の
総合的展開

５－２快適で暮らしやすいまちづくり

４　　合理的な土地利用の推進

事　業　名 地籍を明確にする事業
部局 農政部 課・室 農地整備課

実施期間 S27 E-mail

事業番号 09 05 01 事業改善シート （29年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

09 05 01

27年度 28年度

地籍調査事業 地籍調査
補
助
金

地籍を明確化するための調査への支援（36市町村）
表層地質図の作成（1図）

　 292,293 286,585 277,896 277,896 32,904 5-2,4 090502

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

292,293 286,585 277,896 277,896 32,904 0 0合　　　　計

施策の
総合的
展開

予算
(千円)

実施
年度

主な点検
区分結果

1

総合5か年計画 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 県民協働事業改善
備　考
(H28事業
番号)当初

(千円)
当初
(千円)

要求
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

番　号

農地整備課
□当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

細事業
No

細事業名 項目

実
施
方
法

29年度　実施内容（予定） 29年度　実施内容（実績）
29年度
実施
状況

29年度

事業番号
事　業　名 地籍を明確にする事業 部局 農政部 課・室


